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医療技術の進歩と細分化、医療環境の変化に対応するため、医療提供体制の更なる整備促進は政府とし

て喫緊の課題と考えられていますが、当会も、臨床検査の専門家集団として、医療現場において「国民に

質の高い医療を提供する」ために次の事項について要望致します。

何卒、ご配慮いただけますようお願い致します。
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医療機関の控除対象外消費税問題の抜本的解決要望

医療にかかる消費税の現状

医療は社会政策的な配慮から消費税が非課税とされており、患者が医療機関で支払う診療報酬は非課税である。
しかし、医療機関は病院建物の建設、医療機器や薬剤購入等に際し、仕入先に消費税を支払っている。その消
費税分については、保険者と患者が支払う診療報酬に上乗せされているとされている。

依然として、控除対象外消費税、補填不足が生じている。

社会保険診療等に対する消費税については、現行制度を前提として、診療報酬に上乗せ
されている仕入税額相当額を上回る仕入れ消費税額を負担している医療機関が相当数ある
と認識しており、平成29年度税制改正大綱を踏まえ、仕入れ税額全額の控除対象となる
よう税制上の措置を早急に講じて欲しい。

自由民主党・公明党「平成29年度税制改正大綱」2016年12月8日

「医療にかかる消費税等税制のあり方については、消費税率が10%に引き上げ上げられるま
でに、医療機器の仕入れ税額の負担及び患者負担に十分配慮し、関係者の負担の公平性、透明
性を確保しつつ抜本的な解決に向けて適切な措置を講ずることが出来るよう、実態の正確な把
握を行いつつ、医療保険制度おける手当てのあり方の検討と併せて、医療関係者、保険者等の
意見、特に高額な設備投資等にかかる負担が大きいとの指摘等も踏まえ、総合的に検討し、結
論を得る。とされている。

抜本的改革に向けて

P2



3

消費税率10％への引上げに伴う補てんの要望

平成31年10月 消費税10％への引き上げにより、
高額な検査装置等の設備投資が医療機関の大きな負担となることが想定される

基本診療料・調剤基本料への上乗せでの対応に加え
「個別項目」への上乗せが必要

個別項目のうち、「検査」と「手術」の占める割合が高
かった。その他の項目については割合の 規模が小さく、補
てん項目とした場合における補てん率改善への寄与度が相
対的に低いと考えられるのではないか。

「検査」の項目に係る報酬については、
DPC対象病院においては そのほとんどが包
括点数の中に含まれているため、これらの個
別項目への補てんにより医療機関ごとの細や
かな補てんを行うことは難しい。との見解も
あるが・・・。

実質的な院内検査室機能を評価した、検
体検査管理加算（DPC機能評価係数Ⅰの
対象）への上乗せにより、適正な配分が
可能となる

個別項目への補てんについて

検体検査管理加算
院内検査を行っている病院又は診療所で、検体検査管理を行うに
つき十分な体制が整備されていること。等の施設基準の基に算定
できる。基準内容によりⅠ～Ⅳに区分されている。

診療報酬調査専門組織医療機関等における消費税負担に関する分科会（第１８回）より引用
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在宅医療における適切な臨床検査を活用するための研究費の要望

在宅医療での臨床検査は必須
○地域医療構想・医療計画のもとで地域包括ケアが進むことにより、病院など設備から在宅へ医療必要度の
高い患者が移行する事が想定される
○在宅の場で、専門知識をもった臨床検査技師が関わることにより、慢性患者の経過観察や病状の急変時等
に、質の高い検査データに基づいた医療が提供できる
〇ICTの活用により遠隔診療が推進される中、患者病態の把握に臨床検査は不可欠

在宅医療で利用可能であり迅速に実施できる臨床検査（技師）の実施調査。

●現在、松坂市医師会と当会において在宅での下肢静脈血栓症のリスクに関して調査事業を企画中。
●遠隔診療への関わり：在宅で臨床検査技師が迅速に検査（検体検査・生理検査）を実施し、検査データを医師へ送信

することで在宅遠隔診療への充実に期待できる。上記、松坂医師会と協議しながら実施居宅を
選定し、遠隔診療と超音波検査の有用性について研究調査を行うべきである。

●在宅でも適切な臨床検査を実施するために臨床検査技師の活用にむけた研究が必要
在宅医療における臨床検査（技師）の有用性について研究費を要望する（厚生労働科学研究費補助金事業費等 1千万円）

在宅で必要な臨床検査を迅速に実施することにより、
通院することなく在宅療養者とその家族の負担軽減やQOLが向上する
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努力義務

厚生労働省医政局長通知（医政発０８１０第１号 平成30年８月10日 ）
エ 留意事項

病院等が検体検査（遺伝子関連・染色体検査を除く。）を行う場合の内部精度管理の実施、外部精度管
理調査の受検及び適切な研修の実施については、地域医療への影響等を勘案し、まずは努力義務とした
ところであるが、これらは精度の確保の方法として重要な手法であり、 積極的に活用すべきである。

5

医療機関が自ら実施する検体検査について、品質・精度管理に係る基準を定める
ため平成29年6月に医療法等の一部改正が行われ、平成30年12月1日より施行さ
れることとなった

国民の健康を測る検体検査の品質・精度確保のために
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厚労省 第２回検体検査の精度管理等に関する検討会 資料2より引用一部改変
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外部精度管理調査の実施方法内部精度管理の実施方法



外部精度管理調査に対する予算措置の要望

改正省令では
厚生労働省医政局長通知（医政発０８１０第１号 平成30年８月10日 ）

外部精度管理調査の受検（改正後医療法施行規則第９条の７の２第２項関係）
公益社団法人日本医師会、一般社団法人日本臨床衛生検査技師会、一般社団法
人日本衛生検査所協会等が行う外部精度管理調査を受けるよう努めること。

留意事項
病院等が検体検査（遺伝子関連・染色体検査を除く。）を行う場合の内部精度
管理の実施、外部精度管理調査の受検及び適切な研修の実施については、地域
医療への影響等を勘案し、まずは努力義務としたところであるが、これらは精
度の確保の方法として重要な手法であり、積極的に活用すべきである。

外部精度管理調査の実施は上記の団体をはじめ、
多くの民間団体の資源に依存している

検体検査の精度の確保の充実には
国家レベル（予算化等）での関与が必要である

7
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検体検査の品質・精度確保のために



特に正確で迅速な診断・治療が求められる医療現場において
は、精度が担保された検体検査結果が必要不可欠

例えば
特定機能病院
地域医療支援病院

高度救命救急センター ・救命救急センター
国立高度専門医療センター
がん診療連携拠点病院
臨床研修病院

外来迅速検体検査加算 算定施設
・
・
・

内部精度管理の実施、外部精度管理調査の受検を施設要件に加えることにより、
施設の機能に相応する品質が確保された検体検査の提供へとつながる

精度管理の義務化への要望

8
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高度な知識・技術を必要とする検査の
品質の確保のための人的要件新設の要望

臨床検査技師等に関する法律
（名称の使用禁止）
第二十条 臨床検査技師でない者は、臨床検査技師という名称又はこれに紛らわしい
名称を使用してはならない・・・名称独占は認められている
一方で、法的に検体検査に業務制限はない ⇒ 誰がやっても法に抵触しない！

臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律改正の付帯決議
（平成17年4月21日）

【附帯決議】政府は、本法の施行に当たり、次の事項につい
て適切な措置を講ずるべきである。

一．検査技術・検査機器の高度化、複雑化に十分対応できる
よう臨床検査技師の資質の向上に努めること。

二．臨床検査技師が行うことのできる生理学的検査の範囲に
ついては、医療提供体制の変化や医療技術の進歩に応じ
た見直しを図っていくこと。

三．人体から排泄され、又は採取された検体に係る第二条に
規定する検査のうち、高度な医学的知識及び技術を必要
とするものについては、検査の適性を確保するため、臨
床検査技師等の専門的知識や技能を有する者が行うこと
が望ましいことから、周知に務めること。

四．超音波検査等のうち高度かつ緻密な生理学的検査につい
ては、検査の正確性及び検査を受ける者の安全を確保す
るため、できる限り医師又は歯科医師の具体的な指示を
直接受けて行われるよう、関係機関の指導に努めること.

五．前項に掲げた検査について、医師又は歯科医師の具体的
な指示を直接受けられない場合は、相当程度の知識・経
験を有した臨床検査技師が検査を行うよう周知に努める
こと。

高度な医学的知識及び技術を必要とするもの（例）

・細胞判定に関する検査
細胞診検査、血液・骨髄像検査 等

・微生物検査
同定検査、感受性検査 等

・輸血に関する検査
血液型検査、交差適合試験 等

検査結果が患者診療に重大な影響を及ぼす
高度な医学的知識及び技術を必要とする臨
床検査に関しては、相応な品質を確保する
ために、別途、専門的知識・技能を有した
臨床検査技師が行うこと、等の人的要素を
含んだ基準を定める必要があると考える

Scheme.3

検体検査の品質・精度確保のために
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医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組

平 成 3  0  年 2  月 2  7  日
医師の働き方改革に関する検討会

４ タスク・シフティング（業務の移管）の推進

各医療機関においては、医師の業務負担軽減のため、他職種へのタスク・シフティング（業務の移管）
を推進する。

○ 初療時の予診 ○ 検査手順の説明や入院の説明 ○ 薬の説明や服薬の指導 ○ 静脈採血

○ 静脈注射 ○ 静脈ラインの確保 ○ 尿道カテーテルの留置(患者の性別を問わない)
○ 診断書等の代行入力 ○ 患者の移動

等については、平成１９年通知（※）等の趣旨を踏まえ、医療安全に留意しつつ、 原則医師以外の職種

により分担して実施することで、医師の負担を軽減する。

臨床検査技師によるタスクシフティングの推進のために

○ 検査手順の説明や入院の説明 ○ 静脈採血 ○ 静脈ラインの確保

臨床検査技師への業務移管を推進するための方策を以下に提案する

看護職員にばかり業務が集中しないよう、多職種チームでの総合的
な検討が必要ではないか。 「中間的な論点整理」より

10
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当会会員施設を対象とした業務実態調査より
平成30年9月実施（156施設回答/無作為200施設抽出）

18生理機能検査の説明 19採血検査の説明 20蓄尿についての説明 21その他検査の説明

主に実施している職種

入院患者へ対する検査の説明は医師・看護師が行っている割
合が高い

入院患者に対する病棟での検査についての説明の実施職種について

説明している

説明していない

11937

検査実施時には、高い割合で臨床検査技師が
説明を実施している

検査実施時に患者に対し行う生理検査の手順や目的に
ついて臨床技師が説明しているか

病棟に臨床検査技師が配置され
ることにより、病棟での検査手
順等の説明の業務移管が推進さ
れる

検査手順の説明についての業務移管

31.0%

26.5%

38.1%

1.9% 2.6%

27.3%

59.1%

2.0% 0.7%

11.0%

3.9%

18.0%

75.6%

1.3%
1.3%

8.6%

16.6%

69.5%

2.7%2.7%

76.3%23.7%
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当会会員施設を対象とした業務実態調査より
平成30年9月実施（156施設回答/無作為200施設抽出）

病棟に臨床検査技師が配置されることにより、静脈採血の業務移管が推進される

静脈採血についての業務移管
採血患者全体を100%とした場合の、臨床検査技師の実施状況

外来患者の静脈採血については、臨床検査技師が主体で実施している実態があるが、
入院患者への関わりは希薄である ∵病棟に臨床検査技師が配置されていない

入院患者

50.6%

25.0%

10.3%

3.9%

4.5%
4.5%

1.3%

外来患者

12.2%
3.9%

12.8%

8.3%

9.6%

25.6%

27.6%

外来患者の全部～大半を
臨床検査技師が行ってい
る割合は53.2％

入院患者について臨床検
査技師が全く～殆ど行っ
ていない割合は75.6％
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当会の調査結果により臨床検査技師を病棟に配置することの
効果時間については6.1時間となっている。薬剤師と同じよ
う人件費として、臨床検査技師による病棟検査業務実施加算
100点（週１回）を要望する
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業務内容（平均病棟業務時間：6.1時間）
 患者情報管理（検査結果の確認報告、検査結果のカルテ記載等）
 心電図（モニターの装着・取り外し・測定、歩行負荷心電図等)
 医師・看護師等の業務支援（血液ガス、血液培養の採取補助等)
 検査関連管理業務（カンファレンス・検査備品管理等）
 検査説明（生理機能検査、採血・検体採取、血糖測定等）
 簡易検査（血糖測定、尿比重測定）
 採血、検体採取業務 その他

検査に関する専門的知識を有する臨床検
査技師が病棟に常駐することにより、臨
床検査技師への業務移管と質の高い検査
データの提供が期待される

検査手順の説明・静脈採血等の業務移管の推進のための
臨床検査技師の病棟配置の要望

病棟診療における検査業務の課題
採血、検査についての説明

「採血、検査説明については、・・・
医師と看護職員及び臨床検査技師との適切な業務分担を導入することで、医師等の負担を軽減することが可能となる。」

医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分担の推進（医政発第1228001号）より

○患者の結果報告確認（特に早朝検査）が医師・看護師の本来業務が優先されることにより、患者処置が遅延してしまう場合が
ある

○看護師の業務負担軽減への取り組みとして、臨床検査技師による採血・検査についての説明等の実施への期待が高い割合を占
めている（第306回中医協総会 入院医療(その３)より）

＜医療現場における事例＞
・検査結果のチェックもれや遅れによる処置および治療の遅延 ※医療安全情報：日本医療機能評価機構
・輸液中の四肢からの採血により検査結果に影響がおよび不要な治療が実施 ※医療安全情報：日本医療機能評価機構
・病棟採血検体の再採血の件数（採血管の間違えや採血量の不足等）

臨床検査技師病棟配置の効果についての調査（当会調査）

臨床検査技師がその専門性を活かし、病棟に常駐することによ
る効果についての調査を全国10施設で実施。

(調査期間：1～3カ月間、臨床検査技師を病棟へ配置）

臨床検査技師の病棟配置を推進するため以下
のような体制整備を要望する

（診療報酬上の措置）臨床検査技師の病棟配置による効果
・看護師の残業時間の減少
・看護師が患者の観察、直接ケア時間に専念できる
・オンタイムで必要な生理検査実施（胸痛発作時の心電図記録）
・必要最小限の採血量により患者負担の軽減
・インシデントの減少（検体再採血率の減少等）
・事前に検査説明を行う事で患者の検査に対する不安軽減 P13



静脈ラインの確保の業務移管のための法整備の要望

法的に静脈ラインの確保を臨床検査技師の業務に加えることにより、
臨床検査技師への業務移管が推進する

外来患者の採血においては臨床検査技師が主体となって関わっている実態があり、穿
刺による血管確保の安全性は実証されている

亀田メディカルセンターにおける静脈ライン確保の実績

2010年より院内資格（救命救急検査士）制度を立ち上げ、救命救急チームの一員として2011年度チーム医療実証事業(厚
生労働省)に参加、2012年度にはチーム医療普及推進事業(厚生労働省)に参加して以来、今日まで継続している。

救命救急センターへ院内資格（救命救急検査士）取得の臨床検査技師を配置

業務体制：8:00～17:00：１～２名、13:00～22:00：1名

業務内容： 成人採血(血液培養含む）、静脈ライン確保、検体分注、採血管準備、心電図、超音波検査（心臓、腹部）、
検査機器管理、外科処置介助、心肺蘇生介助、尿カテ留置介助、患者搬送・移動 等

医師・看護師は病態の把握と治療開始が優先となり、血液採取などが遅延する。臨床検査技師が静
脈ライン確保及び血液採取を同時に行うことにより、迅速且つ効率的な検査実施と穿刺を一度にす
ることによる患者負担の軽減につながった。2011年～2018年まで推計30,000件以上の静脈ライ
ン確保を実施したが、重要視すべきインシデント、アクシデントは発生していない。
（血管迷走神経反射：0.1％、複合性局所疼痛症候群(CRPS)：0％）

臨床検査技師による静脈ライン確保実績（2017年度）
・救急受診患者：28,031人
・静脈ライン確保数：約4,500件
・検体溶血、採血不備により再採血軽減
・血液培養の採血操作不備による汚染率軽減
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